
3 年度実績に関する施策・基本事業評価表 （兼 主要な施策の成果報告書補足資料）

単位

本 37 (36)

本 21 (21)

本 15 (15)

本 1 (0)

本

千円

千円

千円

千円

千円

人

時間

千円

千円

円

人

行　　政
・積極的な保健事業を推進し、適正な受診の促進や健康づくりに関する意識啓発と医療費の適正化に努めます。
・給付費適正化事業を継続的に実施するとともに、良質な介護サービスの提供に向けて、人材の確保や育成に努めます。
・年金事務所と連携して、適正な制度運営に努めます。

市　　民
・

事 業 所

・自分の健康に留意し、適正な受診や服薬に努めます。
・要介護状態となっても、適切に福祉サービスを利用することで、自分が持つ能力の維持向上に努めます。
・国民年金制度の理解に努めます。

4,711,621基本事業②を構成する事務事業の決算額小計

基本事業③を構成する事務事業の決算額小計

３年度実績 ４年度実績 ５年度実績 ６年度実績

施策の
トータルコスト

主管課名 市民課

関係課名 社会福祉課・健康センター・税務課

１０年後の
目指す姿 　国民健康保険などの医療保険制度や介護保険事業が適切に運営されています。

目指す姿の実
現のための取

組
(基本事業)

基本事業① 医療保険制度の健全化

施策を進めるた
めの役割分担

546

施策の現状
及び課題

現　　状

令和

まちづくり目標 未来につなぐまち 政策名 支えあいと寄り添いのまちづくり

施 策 № 19 施 策 名 社会保障制度の適切な運営

Ｃ．施策に携わる正規職員数合計 105

・年々医療費が増加しているため、保健事業の推進と医療費の適正化に努めています。
・要支援・要介護認定者が増加しているため、介護保険制度が健全に運営されるよう、介護給付費の適正化事業などの取組を進め
ています。

課　　題
・保健事業を推進し、健康に対する意識の高揚を図り、医療費の適正化に努める必要があります。
・今後も介護サービスや施設需要の増加が見込まれ、在宅介護を重視した取組が求められるとともに、持続的な介護サービスの提
供のため、国、県と連携して人材育成や負担の軽減などに努める必要があります。

Ａ．本施策を構成する事務事業の数

基本事業①を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業②を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

７年度実績

基本事業③ 国民年金制度の適正な運営

基本事業④

８年度実績

基本事業② 介護保険事業の円滑な運営

区　　分

基本事業④を構成する事務事業の決算額小計

Ｇ．事業費　（定義式　：　Ｂ／人口 ）

　同　　上
円 3,445

基本事業③を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業④を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

Ｂ．事業費　（事務事業の事業費合計） 8,722,012

Ｆ．トータルコスト　（Ｂ＋Ｅ） 8,861,454

Ｄ．事務事業に要する年間総時間 32,580

基本事業①を構成する事務事業の決算額小計 4,009,845

　同　　上
円 218,926

効 率 性
指　　標

市民１人あたりにおける施策の
円 215,481

Ｈ．人件費　（定義式　：　Ｅ／人口 ）

Ｅ．人件費　（Ｄ×１時間あたりの平均人件費） 139,442

Ⅰ．トータルコスト　（定義式　：　Ｆ／人口 ）

魚津市の人口（各年度12月末時点） 40,477
参　　考

１時間あたりの平均人件費 4,280
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基 本 事 業 概 要 シ ー ト ①

施 策 № 19 施 策 名 社会保障制度の適切な運営

基本事業名 ①医療保険制度の健全化

基本事業の目的（意図）
レセプト点検や医療費通知、ジェネリック医薬品使用促進等を実施し、医療費の適正化を図ります。また、特定健康診査や特定保
健指導の推進を図るとともに、健康づくりに関する意識啓発に努めます。

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

95.9

103.7 103.3

12年度
（目標値）

令和3年度における
主な事業内容（活動内容）

【医療費適正化対策事業】
・医療機関から請求のあったレセプトを全件点検（114,551件）精査し、医療費の適正化に努めました。
・医療費通知（年６回）やジェネリック医薬品に置き換えた場合の差額通知（年４回）を送付し、適正な受診意識の啓発を行いました。
【療養給付費等】
・国保被保険者の療養に要した保険給付費の支給及びレセプト審査を行いました。
【収納率向上】
・納税推進員を雇用し、きめ細やかな徴収体制の構築を図るとともに、窓口での口座振替手続きを実施して、利便性向上とその推奨を図りました。
また、納税方法の一つとしてスマートフォン決済の周知に努め、納税環境の充実と収納率向上を図りました。
・国保税収納率向上の取組として、新規口座振込登録者へ魚津市電子地域通貨MiraPay行政ポイント付加（500ポイント）を実施しました。（21件）
【特定健康診査等事業費】
・特定健診受診率向上の取組として、受診者へ魚津市電子地域通貨MiraPay行政ポイント付加（1,000ポイント）を実施しました。（146件）
・特定健診未受診者を対象に「スマホdeドック」事業を実施しました。

102.5

７年度
（中間目標値）

令和元年度

104.1 103.2
11月予定

95.9

成果指標名 単位

税務課後期高齢者医療事業特別会計 後期高齢者医療保険料賦課事務 1,398,000 1,058,058 339,942

国民健康保険事業特別会計 賦課徴収費 7,409,000 4,866,712 2,542,288 Ａ 市民課

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

100.0

97.3

2,470,000

国民健康保険事業特別会計

税務課

後期高齢者医療事業特別会計 後期高齢者医療保険料徴収事務 107,000 86,032 20,968 Ａ

後期高齢者医療広域連合納付金 1,289,926,000 1,289,925,871 129

№ 会計名 事務事業名
令和3年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円）

税務課

国民健康保険事業特別会計 国民健康保険税還付事務 4,000,000 3,958,300 41,700 - 税務課

１次評価結果

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

387,175 Ｂ 市民課

国民健康保険事業特別会計 趣旨普及費 302,000 193,820 108,180 Ｂ

市民課

-

国民健康保険税賦課調査事務 7,193,000 4,734,521 2,458,479 Ａ

運営協議会費 266,000 230,316 35,684 - 市民課

-

55,899 Ａ

税務課

市民課

国民健康保険一般管理事業

税務課

国民健康保険税徴収事務

350,300 -後期高齢者医療事業特別会計 後期高齢者医療保険料還付事務 600,000 249,700

15,872,000 13,690,588 2,181,412 -

国民健康保険事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

2,414,101

市民課

国民健康保険事業特別会計 高額療養費等給付費等 383,118,000 346,080,994 37,037,006 - 市民課

国民健康保険事業特別会計 療養給付費等 2,390,779,000 2,329,161,829 61,617,171 Ａ

市民課

国民健康保険事業特別会計 医療費適正化対策事業費 4,129,000 3,741,825

市民課

国民健康保険事業特別会計 移送費 11,000

2,500,000 1,460,000 1,040,000 -

市民課

国民健康保険事業特別会計 傷病手当金 500,000 117,771 382,229 - 市民課

国民健康保険事業特別会計 葬祭費 2,400,000 1,920,000 480,000

国民健康保険事業特別会計 高額介護合算療養費 1,001,000 166,854 834,146 -

0 11,000 - 市民課

国民健康保険事業特別会計

国民健康保険事業特別会計 保健衛生普及事業(施策20②再掲) (2,643,000) (2,326,970) Ａ

市民課

国民健康保険事業特別会計 特定健康診査等事業費(施策20①再掲) (36,157,000) (28,456,483) (7,700,517) Ｂ 健康センター

一般会計 行政コイン活用事業（特定検診の受診）

0

市民課(316,030)

0

0

出産費用資金貸付金 672,000 0 672,000 -

- 市民課

国民健康保険事業特別会計 出産育児一時金 8,405,000 5,787,270 2,617,730 - 市民課

96.2
94.9 94.7

95.695.0 95.3

0

0

国民健康保険被保険者一人当たり医
療費の県内平均との比較

国民健康保険税現年度分収納率

％

％

102.9 102.0

0

0

合　　計 4,123,058,000 4,009,844,562 113,213,438
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１次評価結果

介護保険事業特別会計（介護保険事業勘定） 介護保険料賦課調査事務 1,517,000 1,366,559 150,441 -

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

成果指標名

37.3

37.5

37.2

1，651 1，643要支援・要介護認定者一人当たりの
サービス給付費

千円

要支援・要介護認定者（第１号被保険
者）のうち要介護３以上の割合

％ 38.0

1，665

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

1，627
1，600

36.537.9

1，620
1,659

1，635

単位

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

令和元年度

-

税務課

一般会計 介護保険施設整備事業補助事業 10,991,000 10,333,000 658,000 - 社会福祉課

予算なし

税務課

介護保険事業特別会計 介護保険料還付事務 1,600,000 457,060 1,142,940 - 税務課

介護保険料徴収事務 52,000 43,510 8,490 Ａ

介護保険事業特別会計 低所得利用者負担軽減事業 181,000 0 181,000 - 社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護認定審査事業 31,222,000

№ 会計名 事務事業名
令和3年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円）

社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護保険一般管理費 24,706,400 21,674,400 3,032,000 - 社会福祉課

一般会計 地域介護・福祉空間整備等事業 7,730,000 7,730,000 0

社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護サービス費給付事業 5,000,355,000 4,567,615,835 432,739,165 Ａ 社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護保険事業計画推進事業 401,000 0 401,000 Ａ

27,797,090 3,424,910 Ａ 社会福祉課

社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護給付費等費用適正化事業 501,000 182,443 318,557 Ａ 社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護相談員派遣事業 1,269,000 5,568 1,263,432 -

社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護給付費準備基金積立金事務 45,485,000 45,389,662 95,338 - 社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護給付費精算事業 29,027,000 29,025,747 1,253 -

0

0

社会福祉課

0

予算なし サービス事業者振興事業 0 0 0 -

0

0

0

0

0

0

合　　計 5,155,037,400 4,711,620,874 443,416,526

0

施 策 名 社会保障制度の適切な運営

基本事業名 ②介護保険事業の円滑な運営

0

1,666

37.7 37.5 37.0

ケアプランの厳正なチェックによるサービス給付費の適正化を図るとともに、需要を適切に把握し、在宅介護を重視したサービスの
ための基盤整備に努めます。また、国・県と連携し、介護人材の確保や育成に努めます。

令和3年度における
主な事業内容（活動内容）

【介護認定審査事業】
・要介護認定申請にかかる認定調査、審査判定を行いました。要支援・要介護認定者総数は、令和３年度末で2,742人（前年度2,766
人）になりました。
【介護サービス費給付事業】
・居宅介護、介護予防、地域密着型、施設、高額介護等給付を行いました。
【介護給付費等費用適正化事業】
・11事業所に対しケアプランチェックを行い、適正化に向け指導を実施しました。
・介護サービス請求状況等の通知書4,329件を利用者に送付しました。

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ②

施 策 № 19

７年度
（中間目標値）

12年度
（目標値）

基本事業の目的（意図）

0

0

0

0
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基本事業名 ③国民年金制度の適正な運営

基本事業の目的（意図） 年金事務所と連携して、適正な制度運営に努めます。

令和3年度における
主な事業内容（活動内容）

【国民年金事務】
・第１号被保険者の資格取得（478件）・喪失（24件）の各種届出受理を行いました。
・保険料免除申請の受付（263件）及び所得情報の確認等を実施するとともに、免除申請に伴う受給額減額と制度の主旨説明を行い
ました。
・年金生活者支援給付金支給業務に係る国民年金システムの改修及び国民年金法施行令等の改正に係るシステム改修（～令和３
年度完成）を行いました。

成果指標名 単位

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度
７年度

（中間目標値）
12年度

（目標値）

国民年金現年度納付率

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ③

施 策 № 19 施 策 名 社会保障制度の適切な運営

％ 82.0 82.6
82.8 83.6 84.4 85.2 86.0

90.0
84.9

市民課

0

0

0

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

№ 会計名 事務事業名
令和3年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円） １次評価結果

一般会計 国民年金事務 573,000 546,352 26,648 Ｂ

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

合　　計 573,000 546,352 26,648

0

0



施 策 № 19 施 策 名 社会保障制度の適切な運営

令和3年度の評
価結果（基本事
業の成果を考

慮し記載）

１．施策（基本事業）の成果水準とその背景

３．施策の課題認識及び取り組み状況

　（令和3年度において、施策及び基本事業の成果向上に貢献した主な事務事業の取組み内容を中心に記述）

２．施策の成果実績に結びついている主な取り組み（事務事業）の総括

【①医療保険制度の健全化】
◆魚津市の一人当たりの診療費は、県内15市町村では上位で推移しており、令和３年度概算値は約416,000円となっています。（Ｒ２：402,654円、県内
６位）
◆特定健康診査受診率（速報値）は、令和２年度は 43.6％ と前年（45.4％）を下回る状況です。
◆国保税の現年分収納率は、令和２年度は94.7％で県平均（95.3％）を下回る状況です。

【②介護保険事業の円滑な運営】
◆要支援・要介護認定者は、令和３年度末で2,742人となりました。前年から24人の減となりましたが、介護保険事業計画での推計値2,758人に対して
は、下回っています。
◆第１号被保険者のうち認定者数の被保険者数比率は、令和４年２月月報で19.4％であり、県平均19.0％、全国平均18.8％と比較しやや高くなってい
ます。
◆要支援・要介護認定者（第１号被保険者）のうち要介護３以上の割合は、令和３年度末は37.5％で前年度比0.4ポイントの減少となりました。

【③国民年金制度の適正な運営】
◆魚津市の現年度納付率（84.9％）は、令和２年度（82.6％）より以前より上昇しており、良い傾向にあると考えられます。（全国平均73.9％、富山県
84.5％全国３位）
◆市窓口における関係届書の受付件数は、令和２年度769件、令和３年度693件と減少しています。要因としては住所変更届や死亡届などによる個人
番号と基礎年金番号がリンクされ、申請受付時にマイナンバーカードの利用により届出が省略されたことによるものです。

　（前年度末で残った課題、既に現年度で取り組んでいること、又は取り組むこととしている予定を記述）

【①医療保険制度の健全化】
◆医療保険制度では、収納率97.3％を達成のため、納税推進員を雇用・活用するとともに口座振替の取組を強化します。
◆適正な医療費の執行のため、レセプト点検等の医療費適正化事業推進に努めるとともに、ジェネリック薬品の更なる使用普及を図ります。
◆県のポリファーマシー対策モデル事業を活用し、重複・多剤服薬者への適切な服薬指導を実施します。
◆特定健診受診率向上の取組として、受診者に魚津市電子地域通貨MiraPay行政ポイント（2,000ポイント）付加を実施します。

【②介護保険事業の円滑な運営】
◆令和３年度実績において、前年度同様に要介護者の割合や給付費は微減となりました。詳細に原因を分析し、令和２年度末に策定した第８期介護
保険事業計画に基づき、安定的な運営に努め、継続して給付費の適正化に取り組む必要があります。

【③国民年金制度の適正な運営】
◆年金受給世代が増加する高齢化社会において、それを支える現役世代の納付率のさらなる向上を目指し、引き続き、制度の主旨を周知・啓発し安
定的な社会保障制度の確立のため、免除申請者には重点的に説明を実施します。
◆マイナンバー連携の本格的な運用と情報セキュリティ対策を年金事務所と連携して推進します。

【①医療保険制度の健全化】
＜医療費適正化対策事業＞
◆レセプトの全件内容点検を実施し、疑義のあったものを再審査請求した結果、過誤精算を行い、財政効果として5,750千円削減できました。
＜賦課徴収事業＞
スマートフォン決済の周知や納税推進員による電話催告等の取組を強化した結果、保険税の現年分収納率は、95.9％となり、令和２年度（94.7％）より
1.2％上昇しました。
＜趣旨普及費、保健衛生普及事業＞
◆健康保険証更新時にジェネリック医薬品の案内書と希望カードを配布し、また、ジェネリック医薬品差額通知書を年４回送付しましたが、ジェネリック
医薬品の全国的な供給不足によりジェネリック利用が数量ベースで0.4％、利用金額ベースでは、3.4％減少しました。（国民健康保険一般被保険者
ベース、令和２年４月～令和２年12月分と令和３年４月～令和３年12月分のレセプトを比較）　また、平成28年３月より市民の30％が加入する協会けん
ぽとの共同保健事業、データ活用の連携に関する協定を締結後、各種データにおける市民の健康課題の把握、医療費分析を実施しました。
＜特定健康診査等事業費＞
◆医療や介護が必要な状態にならないために、自身の健康状態を把握するための「特定健康診査」受診率向上のため、積極的な周知や集団検診等
を行い、受診しやすい環境づくりに努めました。また、年代毎に内容を変えた未受診案内や電話による受診勧奨を実施し、未受診実態の把握と受診
促進に努めました。

【②介護保険事業の円滑な運営】
＜介護サービス給付事業・介護給付費等費用適正化事業＞
◆平成28年3月から、要支援１・２の訪問介護、通所介護が総合事業に移行したことや、適正化事業の効果もあり、要支援・要介護認定者は微減とな
り、認定者一人当たりの給付費も微減で推移しました。

【③国民年金制度の適正な運営】
◆年金事務所との連携を図りながら、資格対象者への細やかな説明に心がけました。また、市広報やHPでの周知に努めました。
◆保険料未納を防ぐための一般申請免除及び産前産後期間の保険料免除制度に係る受付業務や新型コロナウイルス感染症の影響による免除制度
の情報提供を進めました。

　（成果水準が、ここ数年の間どのように推移しているか、近隣他市と比較してどうか、住民期待水準と比較してどうかなどを記述）


